
(証券コード：5542)

2022年３月８日
株 主 各 位

埼玉県川越市新宿町５丁目13番地１

新報国マテリアル株式会社

代表取締役社長 成 瀬 正

第89回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、当社第89回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますのでご通知申し上げます。

なお、本株主総会につきましては、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、適切な感染防止策を実施の

上、開催いたします。株主総会にご出席される株主様は、ご自身の体調をお確かめのうえ、マスク着用などの感

染予防にご協力いただきご来場くださいますようお願い申し上げます。

また、当日のご出席に代えて、書面により議決権を行使することができますので、後記の株主総会参考書類を

ご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2022年３月24日（木曜日）午後５時までに到

着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 2022年３月25日（金曜日）午前10時

2. 場 所 埼玉県川越市新宿町５丁目13番地61

住宅展示場「川越ハウジングステージ」インフォメーションセンター

3. 会議の目的事項

報 告 事 項 第89期（2021年１月１日から2021年12月31日まで）事業報告及び計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件

第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

4. その他の招集の決定事項

代理人により議決権を行使される場合には、議決権を有する他の株主に委任する場合に限られます。な

お、代理人は１名とさせていただきます。

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。

２．事業報告、計算書類並びに株主総会参考書類記載事項に修正をすべき事情が生じた場合は、インターネット上の当社ウェ

ブサイト（https://www.shst.co.jp/）において、修正後の事項を掲載させていただきます。
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新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた当社の対応について

１．当社の対応について

〇当社の役員及び株主総会の運営係員は、マスク着用で対応させていただきます。

２．入場時及び会場内での対応について

〇会場内の座席は、ソーシャルディスタンスを考慮し間隔をあけた座席配置とさせていただきます。

〇換気のため会場扉及び窓は一部開放して開催いたします。

〇会場内に、アルコール消毒液を設置いたします。

〇ご来場の株主様で体調不良と見受けられる方には、運営係員がお声掛けをさせていただくことがございま

すので、予めご了承ください。

上記対応に伴いご来場の株主様におかれましては、以下の感染防止対策につきましてご協力くださいますよ

う、お願い申し上げます。

〇会場内でのマスクの着用についてご協力をお願い申し上げます。

〇会場内に設置のアルコール消毒液による手指の消毒をお願い申し上げます。

〇会場入口にて非接触型体温計による検温をさせていただきます。３７．５度以上を目安に発熱が確認され

た場合など、ご体調がすぐれないと判断させていただいた場合は、ご入場をお断りする場合がございます

ので、予めご了承ください。

〇株主総会会場である住宅展示場「川越ハウジングステージ」にご来場の株主様が一定数を超えた場合、３

密防止の観点から、第二会場（当社研究展示室）へご案内することがございますので、予めご了承くださ

い。

以上、ご理解ならびにご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。
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(添付書類)

第 89 期 事 業 報 告

(2021年１月１日から
2021年12月31日まで)

1. 会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過

当事業年度において、新型コロナウイルスは、デルタ株から感染力が強いオミクロン株へと変

化を遂げており、依然として収束が見えない不透明な状況が続いております。

このような先の見通せない状況下、 当事業年度の業績につきまして、 主力製品である半導体および

ＦＰＤ（有機ＥＬ ・ 液晶）製造装置関連については、 前年下期より続いていた調整局面が、 コロナ

禍のオンライン化や巣ごもり需要等による設備投資の拡大で当年下期から好転し、 また徹底したコスト削

減などの努力もあり、 前期と比べ増収、 大幅な増益となりました。

その結果、当事業年度における売上高は前期比674百万円増収の4,661百万円（前期比16.9％

増）となり、営業利益は前期比159百万円増益の382百万円（前期比71.1％増）、経常利益は前期

比167百万円増益の434百万円（前期比62.4％増）、当期純利益は前期比131百万円増益の323百万

円（前期比68.4％増）となりました。

なお、 2019年3月29日付で提起された東海旅客鉄道株式会社との訴訟につきましては現在も係争中

であり、 当初より行ってきた当社主張のとおり、 当社に賠償責任はないと考えておりますので、 これを事

実に即して立証して参ります。

中長期的には、自動運転、人工知能（ＡＩ）、デジタル変革（ＤＸ）、大規模データセンターお

よび３Ｄ仮想空間（メタバース）など、ＩＴ関連を含む新たな市場が牽引役で今後も成長トレン

ドが続くと思われ、次期につきましては、主力製品である半導体・ＦＰＤ製造装置関連は、Ｉｏ

Ｔ（物のインターネット）機器や５Ｇ高速通信の本格普及、更には世界的半導体不足により需要

が増加する見込みで、当年下期から回復した世界各国での積極的な設備投資が次期も堅調に推移

するものと思われます。

しかしながら当社主要製品である低熱膨張合金の原材料となるレアメタルの価格は、世界的な

供給不足や電気自動車（ＥＶ）の需要の増加によって上昇傾向にあります。

現時点で予想される原材料高を見込みながらも堅調な需要に支えられ、売上高は6,000百万円
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程度、営業利益は500百万円、経常利益は500百万円、当期純利益は350百万円程度と増収増益を

見込んでおります。

なお、原材料価格の動向は不透明であり、今後更に高騰する可能性もありますが、コスト合理

化等によりその影響を最小限に抑える努力をして参ります。

※業績見通しは、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際

の業績は今後様々な要因によって予想値と異なる場合があります。

当社は、どのような危機が来ても潰れない二重三重の安全装置を備えた財務基盤の確立の上

に、研究開発、製造技術の向上のための投資、人材育成の投資を積極的に進め持続的成長を目指

しつつ、当該事業年度の業績と次期以降の見通しを勘案し安定的に株主の皆様に報いる配当を決

定していくことを基本方針としております。

当期の期末配当金につきましては、商号変更記念配当10円を含む１株当たり25円とさせていた

だく予定であります。年間配当金は、既に実施しました中間配当15円を含め、１株当たり40円と

なる予定であります。

次期の配当につきましては、上記の基本方針に基づき年間普通配当１株当たり30円を継続する

予定であります。なお、中間配当15円、期末配当15円を予定しております。

(2) 販売実績

セグメントの名称 金 額(千円) 構成比(％) 前期比(％)

特 殊 合 金 事 業 4,509,060 96.7 117.7

不 動 産 賃 貸 事 業 152,208 3.3 96.9

計 4,661,268 100.0 116.9
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(3) 財産及び損益の状況

期 別
科 目

第86期
(2018年度)

第87期
(2019年度)

第88期
(2020年度)

第89期(当期)
(2021年度)

千円 千円 千円 千円

売 上 高 6,229,778 5,516,838 3,986,863 4,661,268

当 期 純 利 益 557,249 428,137 191,604 322,735

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

166円71銭 128円04銭 57円31銭 96円50銭

純 資 産 額 3,817,030 4,183,747 4,236,697 4,469,465

(4) 対処すべき課題

当社は、以下の課題について取り組んで参ります。

１．新製品の拡販

２．競争力強化

３. 新製品開発

４. 人材育成

(5) 設備投資等の状況

当期中において重要な設備投資はありません。

(6) 資金調達の状況

当期中において特記すべき事項はありません。

(7) 重要な親会社及び子会社の状況

該当事項はありません。

(8) 主な事業内容

① 半導体及びＦＰＤ製造装置用部品等の製造及び販売

② シームレス鋼管製造用工具の製造及び販売

③ 鍛圧加工（鍛造・圧延・伸線）

④ 不動産の賃貸
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(9) 事業所

本社 埼玉県川越市新宿町5-13-1

三重工場 三重県三重郡川越町大字高松字中島835-１

(10) 主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 1,300,000千円

(11) 従業員の状況

従 業 員 数 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

92名
(1名減)

42才4ヶ月 15年2ヶ月

(注) １．（ ）は前期末比増減であります。
２．上記従業員数には臨時従業員4名を含んでおります。
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2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行済株式の総数 3,363,861株(自己株式146,139株を除く)

(2) 株主数 2,184名

(3) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日 本 製 鉄 株 式 会 社 509千株 15.1％

村 岡 克 彦 359千株 10.7％

株 式 会 社 湊 組 270千株 8.0％

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 157千株 4.7％

石 田 龍 山 111千株 3.3％

株 式 会 社 山 本 本 店 107千株 3.2％

日 東 紡 績 株 式 会 社 100千株 3.0％

清 水 長 助 70千株 2.1％

竹 田 敦 子 42千株 1.3％

新 報 国 製 鉄 取 引 先 持 株 会 42千株 1.2％

(注) 持株比率は、自己株式(146,139株)を控除して計算しております。

(4) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

3. 会社役員に関する事項

(1) 取締役の氏名等

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 成 瀬 正 社長執行役員

取 締 役 長谷川 潔 執行役員

取 締 役 成 島 伸 一

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

宝 池 隆 史

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

笹 本 昌 克 ㈱湊組 代表取締役社長

取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

丸 茂 隆 税理士
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(注) １．取締役宝池隆史、笹本昌克、丸茂隆は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査等委員丸茂隆は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する者

であります。
３．監査等委員宝池隆史、笹本昌克、丸茂隆は、東京証券取引所に独立役員として届け出ております。
４．当社は、以下の理由により、常勤の監査等委員を選定しておりません。

①監査等委員の３名中３名が社外取締役であり、かつ、独立役員として届出しており、社外取締役とし
ての独立性を重視していること。

②取締役との活発な意見交換、内部監査部門を中心とした補助部門との連携ができていること。
③必要に応じて監査等委員が取締役会以外の重要な会議に出席できる体制ができていること。

(2) 取締役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 基 本 報 酬 額 株 式 報 酬 額 摘 要

取締役(監査等委員を除く) 3名 41,760千円 -千円

(内 社外取締役) (-名) (-千円) （-千円）

取締役(監査等委員) 3名 8,400千円 -千円

(内 社外取締役) (3名) (8,400千円) （-千円）

合 計 6名 50,160千円 -千円

(注) 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人給与相当額は含まれておりません。

(3) 取締役及び監査等委員である取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

2016年３月29日開催の第83回定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を

除く）の報酬限度額を年額１億５千万円以内（社外取締役２千万円以内）、監査等委員であ

る取締役の報酬限度額を年額５千万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時

点の取締役（監査等委員である取締役を除く）の員数は、３名で（内社外取締役１名）、監

査等委員である取締役の員数は、４名です。

また、金銭報酬枠とは別に、譲渡制限付株式報酬の総額として、2018年３月28日開催の第

85回定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除く）については年額４千

５百万円以内（社外取締役６百万円以内）、監査等委員である取締役については年額１千５

百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である

取締役を除く）の員数は、２名で、監査等委員である取締役の員数は、４名です。
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(4) 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年2月18日に開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にか

かる決定方針を決議しております。

また、取締役会は、当期に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方

法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該決

定方針に沿うものであると判断しております。

＜取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針＞

取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別報酬の額又は、その算出方法の決定に

関する方針は取締役会にて定めております。

報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能する報酬体系と

し、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方

針とし、固定報酬としての基本報酬及び株式報酬により構成しております。

基本報酬は、各取締役の職位、職責、会社への貢献度、当社の業績、従業員の水準をも考

慮しながら、総合的に勘案し決定するものとしております。

株式報酬は中長期的な企業価値向上を図る目的とするため、譲渡制限付株式報酬とし、本

報酬の額は、当社の業績、各対象取締役の職責等諸般の事情を総合的に勘案し、決定するも

のとしております。

また、監査等委員である取締役の個人別の報酬額は、監査等委員である取締役の協議によ

り決定しております。

― 9 ―

2022年02月21日 16時38分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



(5) 当期における社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名
出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役 宝池 隆史

当事業年度開催の取締役会15回のうち14回、監査等委員会５回のうち
５回に出席し、必要に応じ、企業法務の豊富な経験、幅広い知見からの
発言を行っております。企業法務の観点から有益な提言を行うなど、意
思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしておりま
す。

社外取締役 笹本 昌克

当事業年度開催の取締役会15回のうち13回、監査等委員会５回のうち
５回に出席し、必要に応じ、企業経営者としての専門的見地からの発言
を行っております。企業経営者としての観点から有益な提言を行うな
ど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たして
おります。

社外取締役 丸茂 隆

当事業年度開催の取締役会15回のうち９回、監査等委員会５回のうち
３回に出席し、必要に応じ、税理士としての専門的見地からの発言を行
っております。税理士としての観点から有益な提言を行うなど、意思決
定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

(6) 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び社外取締役でない非業務執行取締役は、会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第423条第１項の責任につき、会社法

第425条第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。

(7) 役員等賠償責任保険契約の概要

当社は、優秀な人材の確保、職務の執行における萎縮の防止のため、役員等賠償責任保険
契約を締結しております。
その契約の概要は以下の通りです。
１．被保険者の範囲

当社取締役、監査等委員
２．保険契約の内容の概要
①被保険者の実質的な保険等負担割合
保険料は特約部分も含め会社負担としており、被保険者の実質的な保険料負担はな
い。
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②填補の対象となる保険事故の概要
特約部分も合わせ、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと
または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害につい
て填補する。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為の場合等一定
の免責事由がある。

③役員等の職務の適正性が損なわれないための措置
保険契約に免責額の定めを設けており、当該免責額までの損害については填補の対
象としないこととしている。

4. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 20,500千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 20,500千円

(注) １．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないためこれらの合計額を記載して
おります。

２．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま
え、監査計画の内容、職務執行状況や報酬見積りの算出根拠などを確認し、検討した結果、会
計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項に定められている解任事由に該当す

ると認められる場合には、同上の規定に従い、監査等委員全員の同意によって、会計監査人

を解任いたします。この場合、監査等委員長は、解任後最初に招集される株主総会におい

て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

(4) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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5. 業務の適正を確保するための体制

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、コンプライアンス規

定を定め周知徹底する。また、社長直轄の監査室は、各部署における業務遂行状況を監査す

る。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る文書・情報については、社内規定に基づき保存・管理を行って

おり、取締役は、常時これらの文書等を閲覧することができる。

(3) 損失の危険の管理に関する規定その他の体制

監査室及び各部門においてリスクを把握しその対応策の検討を行い、その結果を取締役会

へ報告する。また、監査室は、リスク項目について定期的に点検・管理する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は、月１回の定例取締役会のほか、必要に応じ機動的に臨時取締役会を開催し、

法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行の状況を逐次

監督している。

(5) 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する体制

監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査等

委員会と協議の上、監査室員を監査等委員を補助すべき使用人として指名することができ

る。

(6) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会が指定する補助すべき期間中は、指定された使用人への指揮権は監査等委員

会に移行されたものとし、取締役の指揮命令は受けないものとする。
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(7) 取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に

関する体制

取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項の発生または発生するおそれがある

ときは直ちに監査等委員会に報告する。

(8) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員は、業務執行状況を把握するため取締役会に参加し、必要に応じて説明を求め

ることができる。また、監査等委員と会計監査人との意見や情報の交換を行うための体制も

整備する。

(9) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び体制整備について

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対しては、断固たる行動

をとるものとし、一切の関係を遮断することを基本方針とする。また、必要に応じて警察・

顧問弁護士等の外部専門機関と連携し、組織的且つ速やかに対応する。

(10) 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有

効且つ適切な提出に向け、内部統制システム構築を行い、その仕組みが適正に機能すること

を継続的に評価し、必要な是正を行う。

6. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

取締役会において、当社経営に関する重要事項を決定する際には、法令・定款への適合性及

び業務の適正を確保する視点から審議を行っております。

また、監査等委員は、取締役会及び社内の重要会議に出席し必要な意見を表明しているほ

か、会計監査人及び監査室と適宜情報交換を行っており、内部統制システムの運用状況につい

て監視、検証を行っております。
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貸 借 対 照 表

(2021年12月31日現在)
（単位:千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 5,478,160 流 動 負 債 1,254,933
現 金 及 び 預 金 2,550,217 買 掛 金 361,195
受 取 手 形 27,052 短 期 借 入 金 615,000
売 掛 金 635,201 リ ー ス 債 務 1,220
電 子 記 録 債 権 527,093 未 払 金 95,043
製 品 181,343 未 払 法 人 税 等 109,058
原 材 料 234,539 未 払 事 業 所 税 1,734
仕 掛 品 1,210,905 前 受 金 6,189
前 払 費 用 29,547 預 り 金 34,225
未 収 入 金 15,561 前 受 収 益 15,468
未 収 消 費 税 等 48,140 賞 与 引 当 金 15,800
未 収 還 付 法 人 税 等 10,491
そ の 他 8,192
貸 倒 引 当 金 △120

固 定 資 産 1,488,249 固 定 負 債 1,242,011
有 形 固 定 資 産 1,317,694 長 期 借 入 金 900,000
建 物 334,566 リ ー ス 債 務 2,218
構 築 物 78,473 退 職 給 付 引 当 金 183,500
機 械 及 び 装 置 323,572 長 期 未 払 金 3,600
車 両 運 搬 具 3,767 長 期 預 り 保 証 金 152,694
工 具、 器 具 及 び 備 品 41,745
土 地 532,545 負 債 合 計 2,496,944
リ ー ス 資 産 3,025

(純資産の部)
無 形 固 定 資 産 6,937 株 主 資 本 4,424,745
ソ フ ト ウ ェ ア 6,755 資 本 金 175,500
電 話 加 入 権 183 資 本 剰 余 金 219,834

資 本 準 備 金 133,432
投 資 そ の 他 の 資 産 163,618 そ の 他 資 本 剰 余 金 86,401
投 資 有 価 証 券 107,027 利 益 剰 余 金 4,079,219
繰 延 税 金 資 産 55,841 利 益 準 備 金 43,875
そ の 他 750 そ の 他 利 益 剰 余 金 4,035,344

繰 越 利 益 剰 余 金 4,035,344
自 己 株 式 △49,807

評 価 ・ 換 算 差 額 等 44,719
その他有価証券評価差額金 44,719
純 資 産 合 計 4,469,465

資 産 合 計 6,966,409 負 債 ･ 純 資 産 合 計 6,966,409
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損 益 計 算 書

(2021年１月１日から
2021年12月31日まで)

（単位:千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,661,268

売 上 原 価 3,638,373

売 上 総 利 益 1,022,895

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 640,868

営 業 利 益 382,027

営 業 外 収 益

受 取 配 当 金 3,517

助 成 金 収 入 43,083

原 材 料 売 却 益 6,956

雑 収 入 10,063 63,620

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,117

固 定 資 産 除 却 損 0

雑 支 出 4,237 11,354

経 常 利 益 434,292

税 引 前 当 期 純 利 益 434,292

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 112,929

法 人 税 等 調 整 額 △1,372 111,557

当 期 純 利 益 322,735
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株主資本等変動計算書

(2021年１月１日から
2021年12月31日まで)

（単位:千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金
その他

資本剰余金
利益準備金

そ の 他 利 益
剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 175,500 133,432 66,363 43,875 3,812,896

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △100,286

当 期 純 利 益 322,735

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 20,038

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 - - 20,038 - 222,448

当 期 末 残 高 175,500 133,432 86,401 43,875 4,035,344

株主資本 評価 ・ 換算差額等

純 資 産 合 計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算差額
等合計

当 期 首 残 高 △56,910 4,175,157 61,540 61,540 4,236,697

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △100,286 △100,286

当 期 純 利 益 322,735 322,735

自 己 株 式 の 取 得 △55 △55 △55

自 己 株 式 の 処 分 7,157 27,195 27,195

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 )

△16,821 △16,821 △16,821

当 期 変 動 額 合 計 7,102 249,588 △16,821 △16,821 232,768

当 期 末 残 高 △49,807 4,424,745 44,719 44,719 4,469,465
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個 別 注 記 表

記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しております。

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

3. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法

但し、1998年４月１日以降取得した建物 (建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額

法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ７～45年

構 築 物 10～50年

機械及び装置 ４～22年

車 両 運 搬 具 ４～７年

工具、器具及び備品 ２～10年

無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法

但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法

リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法
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4. 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与にあてるため、過去の支給実績を勘案し、

当期の負担すべき見積額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額

に基づき、当期末において発生している額（簡便法）を計上しておりま

す。

5. 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

(表示方法の変更)

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当

事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に（会計上の見積りに関する注記）

を記載しております。

(会計上の見積りに関する注記)

1. 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 55,841千円

2. 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって

見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受け

る可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業

年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

(貸借対照表に関する注記)

有形固定資産の減価償却累計額 2,017,783千円
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(損益計算書に関する注記)

該当事項はありません。

(株主資本等変動計算書に関する注記)

1. 発行済株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 (株) 3,510,000 - - 3,510,000

2. 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 (株) 167,099 40 21,000 146,139

(注) 当期減少株式数21,000株は、2021年12月16日に実施した譲渡制限付株式報酬による自己株式の処分を
行ったことによるものです。

3. 当期中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の
総額

1株当たり配当額 基準日 効力発生日

2021年3月25日
定時株主総会

普通株式 50,144千円 15円 2020年12月31日 2021年3月26日

2021年8月6日
取締役会

普通株式 50,143千円 15円 2021年6月30日 2021年9月1日

4. 当期の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2022年3月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 84,097千円 25円 2021年12月31日 2022年3月28日
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(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

賞 与 引 当 金 4,819千円

一 括 償 却 資 産 1,270千円

未 払 事 業 所 税 529千円

貸 倒 引 当 金 37千円

退 職 給 付 引 当 金 55,967千円

役 員 退 職 慰 労 未 払 金 1,098千円

そ の 他 15,132千円

繰 延 税 金 資 産 小 計 78,852千円

評 価 性 引 当 額 △1,098千円

繰 延 税 金 資 産 合 計 77,754千円

(繰延税金負債)

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 2,288千円

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 19,625千円

繰 延 税 金 負 債 合 計 21,913千円

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 55,841千円

(金融商品に関する注記)

１. 金融商品の状況に関する事項

当社は、資金計画に照らして必要な資金を銀行借入及び社債の発行により調達しておりま

す。また、資金運用については短期的な預金等安全性の高い金融資産で運用しており、投機的

な取引は行わない方針であります。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図って

おります。

投資有価証券は主として長期保有を目的とした上場株式であり四半期毎に時価の把握を行っ

ております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

借入金は、運転資金及び設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、月次で資金

繰実績を作成し、流動性リスクを把握しております。
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２. 金融商品の時価等に関する事項

2021年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。
（単位:千円）

貸借対照表計上額(*) 時 価(*) 差 額

(1) 現金及び預金 2,550,217 2,550,217 -

(2) 受取手形 27,052 27,052 -

(3) 売掛金 635,201 635,201 -

(4) 電子記録債権 527,093 527,093 -

(5) 未収入金 15,561 15,561 -

(6) 投資有価証券 85,850 85,850 -

(7) 買掛金 (361,195) (361,195) -

(8) 長期借入金 (1,515,000) (1,517,393) △2,393

(注）１．(*)負債で計上されているものについては、( )で表示しております。
２．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項は以下のとおりであります。

(1)現金及び預金、(2)受取手形、(3)売掛金、(4)電子記録債権並びに(5)未収入金
これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。
(6)投資有価証券
投資有価証券は上場株式であり、時価は取引所の価格によっております。
(7)買掛金
買掛金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。
(8)長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた
現在価値により算定しております。

３．(8)長期借入金については、１年以内返済予定長期借入金が含まれております。

― 21 ―

2022年02月21日 16時38分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



４．投資有価証券のうち、非上場株式（貸借対照表計上額21,177千円）は、市場価格がなく、かつ将来キ
ャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「(6)投資有価証券」には含めておりません。

(賃貸等不動産に関する注記)

１. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、埼玉県内において、賃貸用の土地を所有しております。

２. 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位:千円）

貸借対照表計上額 時 価

48,859 3,312,240

(注) １．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．時価の算定方法

主として社外の不動産鑑定士による不動産調査報告書に基づく金額であります。

(関連当事者との取引に関する注記)

１. 親会社及び法人主要株主等
（単位:千円）

種類
会社等
の名称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

主 要
株 主

日本製鉄㈱
被所有
直接 15.1％

当社鋳鋼品
の販売
同社原材料
の購入

鋳鋼品等の販売
(注)2

352,150 売掛金 38,459

原材料の購入
(注)2

3,041 買掛金 366

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) １．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。
２．鋳鋼品等並びに原材料の取引価格は取引ごとに決定しております。

(１株当たり情報に関する注記)

１. １株当たり純資産額 1,328円67銭

２. １株当たり当期純利益 96円50銭
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(重要な後発事象に関する注記)

該当事項はありません。

(その他の注記)

追加情報

新型コロナウイルスの感染拡大の影響については、今後の広がり方や収束時期等を予想する

ことは困難であります。

このような状況において、当社は計算書類作成時における取引先の需要動向等を踏まえ、

2022年12月期の一定期間にわたり当該影響が継続するとの仮定のもと、繰延税金資産の回収可

能性等の会計上の見積りを行っております。
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会計監査人監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
2022年2月21日

新 報 国 マ テ リ ア ル 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 飯 塚 正 貴

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 鹿 島 寿 郎

監査意見

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、新報国マテリアル株式会社（旧社名 新

報国製鉄株式会社）の２０２１年１月１日から２０２１年１２月３１日までの第８９期事業年度の計算書

類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以

下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査

法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ

の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手

したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し

適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に

関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。
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計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に

対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集

計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判

断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基

礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統

制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り

の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査

証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告

書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記

事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人

の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継

続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書

類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について

報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた

めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会監査報告書謄本

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、２０２１年１月１日から２０２１年１２月３１日までの第８９期の取締役の職務の執

行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並

びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその

構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するととも

に、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会

議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明

を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しま

した。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも

に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま

た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131

条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従っ

て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま

す。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス

テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま

せん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

２０２２年２月２１日

新報国マテリアル株式会社 監査等委員会

監査等委員長 宝 池 隆 史 ㊞

監査等委員 笹 本 昌 克 ㊞

監査等委員 丸 茂 隆 ㊞

(注) 監査等委員宝池隆史、笹本昌克及び丸茂隆は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に規定する社外取

締役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、どのような危機が来ても潰れない二重三重の安全装置を備えた財務基盤の確立

の上に、研究開発、製造技術の向上のための投資、人材育成の投資を積極的に進め持続的

成長を目指しつつ、当該事業年度の業績と次期以降の見通しを勘案し安定的に株主の皆様

に報いる配当を決定していくことを基本方針としております。

当期の期末配当につきましては上記基本方針を勘案し、普通配当を１株につき15円とす

るとともに、2021年10月の当社商号変更を記念して１株につき10円の記念配当を加え、以

下のとおり１株につき25円とさせていただきたいと存じます。

1.配当財産の種類

金銭といたします。

2.配当財産の割り当てに関する事項及びその総額

当社普通株式 １株につき金25円（普通配当15円、記念配当10円）

総額 84,096,525円

3.剰余金の配当が効力を生じる日

2022年３月28日

第２号議案 定款一部変更の件

1.変更の理由

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定

する改正規定が2022年９月１日に施行されますので、株主総会資料の電子提供制度導入に

備えるため、次のとおり当社定款を変更するものであります。

（１） 変更案第15条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供

措置をとる旨を定めるものであります。

（２） 変更案第15条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の

範囲を限定するための規定を設けるものであります。

（３） 株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第15条）

は不要となるため、これを削除するものであります。

（４） 上記の新設・削除に伴い、効力発生等に関する附則を設けるものであります。
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2.変更の内容

変更の内容は以下のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現行定款 変更案

第１章 総 則

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし
提供）
第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会

参考書類、事業報告、計算書類に記載又は表
示すべき事項に係る情報を、法務省令に定め
るところに従いインターネットを利用する方
法により開示することにより、株主に対して
提供したものとみなすことができる。

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

第１章 総 則

（削除）

（電子提供措置等）
第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会

参考書類等の内容である情報について、電子
提供措置をとるものとする。

２ 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法
務省令で定めるものの全部または一部につい
て、議決権の基準日までに書面交付請求した
株主に対して交付する書面に記載しないこと
ができる。

附則
１．現行定款第15条（株主総会参考書類等のインタ

ーネット開示とみなし提供）の削除及び変更案
第15条（電子提供措置等）の新設は、会社法の
一部を改正する法律（令和元年法律第70号）附
則第１条ただし書きに規定する改正規定の施行
の日である2022年９月１日から効力を生ずるも
のとする。

２．前項の規定にかかわらず、2023年２月末日まで
の日を株主総会の日とする株主総会について
は、現行定款第15条はなお効力を有する。

３．本附則は、2023年３月１日または前項の株主総
会の日から３ヵ月を経過した日のいずれか遅い
日後にこれを削除する。
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第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件

取締役成瀬正、長谷川潔、成島伸一の３氏は、本総会終結の時をもって任期満了となり

ます。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く）３名の選任をお願いする

ものであります。

取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者は次のとおりであります。

候補
者
番号

氏 名
(生年月日)

所有する
当社

株式の数

略 歴、 地 位、 担 当
（重要な兼職の状況）

当社との
特 別 の
利害関係

１
成
な る せ

瀬 正
ただし

(1947 年 １ 月 ２ 日 生 )
22,700株

1970年４月 住友金属工業㈱入社

なし

（現 日本製鉄㈱）
1998年７月 同社 本社企画部長
2002年１月 住友特殊金属㈱入社 支配人
2002年７月 同社 取締役
2004年４月 ㈱NEOMAX常務取締役
2006年７月 同社 取締役専務執行役員
2007年４月 日立金属㈱事業役員

(㈱NEOMAXと日立金属㈱合併)
2008年３月 当社取締役副社長
2009年８月 当社代表取締役社長（現在）
2010年１月 山本重工業㈱取締役

(現 三重工場）
2011年４月 ㈱新報国製鉄三重

(現 三重工場）
取締役会長

2014年１月 同社 代表取締役社長

２ 長 谷
は せ が わ

川 潔
きよし

(1961 年 12 月 23 日 生 )

7,700株

1984年４月 当社 入社

なし

1998年６月 当社 精機外注課長
2002年４月 当社 エンジニアリング部長代理
2004年１月
2010年１月
2014年４月
2015年３月

当社 エンジニアリング部長
当社 鋳造管理部長
当社 素形材部長
当社 取締役（現在）

３ 成
な る し ま

島 伸
し ん い ち

一
(1951 年 10 月 22 日 生 )

7,400株

2001年12月

2002年４月
2003年３月
2004年１月
2004年12月
2017年１月
2018年３月
2019年３月

㈱あさひ銀行より出向
（現 ㈱りそな銀行）
当社 総務部長
㈱あさひ銀行より転籍
当社 営業副本部長
当社 総務部長
当社 社長室長
当社 監査等委員
当社 取締役（現在）

なし

（注） 当社は、優秀な人材確保、職務執行の萎縮の防止のため、役員等賠償責任保険契約を締結しております。その契約の内容
の概要は、事業報告10項（（７）役員等賠償責任保険契約の概要）に記載のとおりです。各候補者は、当該保険契約の被
保険者に含められることとなります。
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第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

監査等委員である取締役宝池隆史、笹本昌克、丸茂隆の３氏は、本総会終結の時をもっ

て任期満了となります。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いする

ものであります。

なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

候補
者
番号

氏 名
(生年月日)

所有する
当社

株式の数

略 歴、 地 位、 担 当
（重要な兼職の状況）

当社との
特 別 の
利害関係

１ 宝
ほ う ち

池 隆
た か ふ み

史
(1954 年 ３ 月 31 日 生 )

-

1977年４月 住友金属工業㈱入社
（現 日本製鉄㈱）

なし

1999年７月 同社 法務部次長
2000年４月 日本ガイシ㈱入社
2003年７月 同社 法務部長
2005年７月 同社 執行役員

（法務部、総務部担当）
2010年７月 同社 常務執行役員
2015年６月 同社 常務執行役員 退任
2016年４月 同社 非常勤顧問
2019年３月 同社 退職
2019年４月 当社 非常勤顧問
2020年３月 当社 監査等委員（現在）

２ 笹
さ さ も と

本 昌
ま さ か つ

克
(1970 年 ８ 月 ２ 日 生 )

500株

1994年４月 住友金属工業㈱入社
（現 日本製鉄㈱）

なし
1997年１月 ㈱湊組入社
2001年４月 同社 代表取締役副社長
2004年４月 同社 代表取締役社長（現在）
2014年３月 当社 監査役
2016年３月 当社 監査等委員（現在）

３ 丸
ま る も

茂 隆
たかし

(1965 年 11 月 ６ 日 生 )
500株

1995年11月 公認会計士・税理士丸茂等事務所
入所

なし
2001年１月 税理士登録
2010年３月 公認会計士・税理士丸茂隆事務所

所長（現在）
2016年３月 当社 監査等委員（現在）

（注１） 宝池隆史氏は社外取締役候補者であります。
（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
宝池隆史氏は、企業法務の豊富な経験、幅広い知見を有しており、経営全般に対する監視と有効な助言を期待し、社外取
締役として選任をお願いするものであります。
なお、同氏の社外監査等委員としての在任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。

― 31 ―

2022年02月21日 16時38分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



（注２） 笹本昌克氏は社外取締役候補者であります。
（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
笹本昌克氏は、株式会社湊組の代表取締役社長であり、企業経営者としての豊富な経験、幅広い知見を有しており、経営
全般に対する監視と有効な助言を期待し、社外取締役として選任をお願いするものであります。
なお、同氏の社外監査等委員としての在任期間は、本総会終結の時をもって６年となります。

（注３） 丸茂隆氏は社外取締役候補者であります。
（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
丸茂隆氏は税理士として培われた専門的な知識・経験等を、当社の監査体制に活かして頂くため、社外取締役として選任
をお願いするものであります。
なお、同氏の社外監査等委員としての在任期間は、本総会終結の時をもって６年となります。

（注４） 当社は、宝池隆史氏、笹本昌克氏、丸茂隆氏との間で会社法第427条第１項に基づく責任限定契約を締結しており、当該
契約に基づく監査等委員である取締役の責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額となります。

（注５） 当社は、優秀な人材確保、職務執行の萎縮の防止のため、役員等賠償責任保険契約を締結しております。その契約の内容
の概要は、事業報告10項（（７）役員等賠償責任保険契約の概要）に記載のとおりです。各候補者は、当該保険契約の被
保険者に含められることとなります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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